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１．はじめに

日本の失業率が上昇し，その対策としてセーフティネットの整備の必要性がしばしば指摘されている。

日本の失業対策は，歴史的には道路整備などの公共事業で行なわれてきており，失業者を直接対象とした

積極的雇用政策はあまり行われてこなかった。この点は90年代以降の不況においても同じであり，失業対

策として公共事業が行われてきた（大竹（2003a））。

しかし，失業や貧困に対する政策としては，直接失業者や貧困者をターゲットとした所得再分配政策や

雇用対策も十分に考えられる。このような全国一律的で，貧困・失業を条件としたセーフティネットを支

持するのは，どのような選好をもった人々であろうか。この点について，「くらしと社会に関するアンケ

ート」のデータを用いて高所得者層から低所得者層への個人間の所得再分配政策支持の決定要因について

実証的に分析した大竹・富岡（2003）は，危険回避度が高い人々や雇用不安や失業経験をもった人々が所

得再分配強化を支持することを明らかにしている。すなわち，危険回避度の高い人々は所得の不確実性に

対処する保険としてセーフティネットを需要しているのである。それでは，個人間の所得再分配政策を支

持する人々は，地域を限定した失業対策としての道路整備などの公共事業を支持するのだろうか。本稿で

論　　文

*本稿の作成にあたって，岡本直久，川口大司，坂田裕輔，富岡淳，若林緑の各氏，また2003年度日本経済学会春季大会参加者から有

益なコメントを頂いた。なお，本研究にあたって，文部省科学研究費助成金（特定領域研究（B）（2）12124207（大竹），基盤研究

（C）（2）14530109）による研究助成を受けた。記して感謝したい。

**1973年生まれ。1997年京都大学経済学部卒。大阪大学大学院経済学研究科博士前期課程修了。日本フィッツ株式会社を経て大阪大学

大学院国際公共政策研究科博士後期課程に入学、現在に至る。

***1961年生まれ。83年京都大学経済学部卒業，85年大阪大学大学院経済学研究科博士前期課程修了，博士（経済学）。大阪大学経済学

部助手，大阪府立大学経済学部講師，大阪大学社会経済研究所助教授を経て，現職。主な著書として，『労働経済学入門』日本経済

新聞社，『経済政策とマクロ経済学－改革への新しい提言』日本経済新聞社（岩本康志、斉藤誠、二神孝一との共著），『スタディガ

イド・入門マクロ経済学』第4版、日本評論社，『大阪大学新世紀セミナーシリーズ／雇用問題を考える』大阪大学出版会，『雇用政

策の経済分析』東京大学出版会（猪木武徳との共編著），『解雇法制を考える－法学と経済学の視点』勁草書房（大内伸哉、山川隆一

との共編著）など。



－116－

会計検査研究　№29（2004.3）

は失業対策の中心的役割を果たしてきた地方への公共事業の支持がどのような個人属性から説明できるの

かについて分析する。

地方への公共事業の支持・不支持を決定する際に重要なポイントとなるのは，どの地域に住めば公共事

業の便益を受けられるかが不明であり，居住地によっては便益を受けられない可能性が存在することであ

る。高所得者層から低所得者層への全国一律的な所得再分配政策の場合，低所得者であればどこに居住し

ていても確実に所得再分配の便益を受けられる。他方，道路整備のような特定の地域への所得再分配の場

合，低所得者であっても居住地が所得再分配政策のターゲットとなっていなければ再分配の便益が受けら

れない。したがって，仮に地域的な公共事業の国全体としての景気拡大効果が小さいのであれば，危険回

避的な人々は個人間の所得再分配を望んでも公共事業での地域間の所得再分配を望まないかもしれない。

地方の公共事業支持の決定要因として地域間労働移動費用の大きさも重要である。移動費用が高く労働

移動が困難な場合には，一律的な所得再分配政策がより重要になってくる。労働移動が簡単であれば，ど

の地域で公共事業が行われたとしてもその場所に移動することで地域間の所得再分配の便益を受けること

が可能になる。一方，公共事業には生産性上昇効果もある。労働移動が困難なものにとって，地方の公共

事業によって，生産性が上昇し雇用機会が増えることが期待できれば，単なる所得再分配政策よりも地方

のインフラストラクチャーを整備するための公共事業を選好する可能性もある。

地方への公共財の配分については，地域振興といった面からの議論は研究されてきたが，どのような属

性を持った人々が支持するのかといった点については，先行研究では無視されてきた。特に危険回避度と

公共事業の支持・不支持について分析した研究は皆無である。個人属性と公共事業の支持・不支持の関係

が明らかになれば，所得の低い地域に対する望ましいセーフティネット構築について検討することができ

る。そこで，本稿では，危険回避度や地域間の移動可能性をはじめとする様々な個人属性が特定の地域へ

の公共事業の支持要因となっているのか否かを独自のアンケート調査を用いて実証的に検証する。

本稿の目的は，どのような人々が地方への公共事業を支持するのかを検討することである。公共事業の

中でも，特に交通網の整備に対する支持・不支持に焦点を当てる。さらに，移動可能性についても考慮し，

移動可能性の高い人々が特定地域の公共事業を支持するのか否かについても検討する。公共事業のストッ

クに対する評価や，実施予定の公共事業に対する需要予測や仮想市場法による分析についての既存研究は

多い。

本稿の結論をあらかじめ要約しよう。第１に，独自に行った意識調査の個票データを用いて計量分析を

行った結果，地方在住の危険回避度が高い人々は公共事業を支持しない傾向があることが明らかになった。

公共事業は主に地方に重点的に行われていることを考えると，地方在住者は公共事業を支持すると予測さ

れる。しかし，地方在住者であっても危険回避度が高い人々は公共事業を支持しない。これは，前述の通

り，地域間の所得再分配には全ての低所得者が所得再分配の受益者になれるのかがわからないという危険

が存在するため，公共事業による所得再分配を望まないと解釈できる。一方，大竹・富岡（2003）は危険

回避的な人々は個人間の所得再分配政策を支持する傾向があることを示している。したがって，公共事業

による所得再分配と個人間の所得再分配では支持層に危険回避度という属性に違いがあることが示唆され

た。第２に，地域間移動の可能性の大きさは，公共事業支持には多くの場合影響を与えないことが示され

た。例外として，地方在住の移動費用が高い職業従事者や建設業従事者は全国の道路網整備の拡大を支持

する傾向がみられた。

本稿の構成は次の通りである。第２節では地方への公共事業支持・不支持の決定要因についての仮説に

ついて説明する。第３節ではデータ及び記述統計について述べ，第４節で推定結果を示す。最後に第５節



で結論を述べる。

２．道路整備に関する選好の決定要因

どのような人々が道路整備という地域間の所得再分配政策を指示するのだろうか。人々の危険回避度，

移動費用，失業に対する人々の考え方の３つの観点から議論を整理しよう。

２－１地域間所得再分配と危険回避度

所得再分配政策は広い意味で所得変動に対する保険政策である。したがって，低所得者になった場合

に確実に所得再分配の便益を受け取ることを危険回避的な人々は望むことになる。しかし，地域間の所

得再分配政策は，個人間の所得再分配政策とは異なる。個人間の所得再分配政策の場合，低所得者層で

あれば，どこに居住していても確実に再分配の便益を受けることができる。しかし，地域間所得再分配

の場合，居住地によっては低所得者層が必ずしも再分配の受益者となるとは限らない。例えば，地方に

重点的に公共事業が行われており，公共事業の国全体としての景気刺激効果が小さく地域的な雇用対策

としてしか機能しないのであれば，公共事業の拡大によって大都市圏在住の低所得者層がその受益者に

なれる可能性は低い。したがって，危険回避的な人々は，確実に所得再分配の受益者になれる個人間の

所得再分配政策を支持すると考えられる。逆に，地域間の所得再分配政策に対しては，低所得者になっ

たとしても所得再分配政策の受益者になれるかが不明であるため，地域間の所得再分配政策には反対す

ると考えられる。

２－２移動費用

将来の移動可能性に影響を及ぼす移動費用の大きさは地域的な公共事業政策の支持に影響を与える。移

動費用が高い人々は将来の地域間移動可能性が低いため，現住地への公共事業を支持する。しかし，低所

得者になった場合に当該地域への公共事業が行われるか否かに不確実性があれば，移動費用が高くて危険

回避的な人々は公共事業による所得再分配政策を支持しないことになる。一方，移動費用が低い人々にと

っては，全国どこで公共事業が行われても地域間移動によってその便益を受けることができるため，公共

事業による所得再分配政策を支持することになる。移動費用の大きさは，居住形態，産業，勤務形態，就

業状況，家族の状況によって決まってくる。

（居住形態と移動費用）

居住形態が持家の場合，持家を手放し，新たな住居を探す費用が高いため，移動可能性が低下するだろ

う。そのため，本人の現住地への公共事業を支持すると考えられる。したがって，大都市圏在住者は大都

市への公共事業拡大を望み，地方への所得再分配は望まないと考えられる。また，同居家族に子供がいれ

ば，転校などの問題で移動費用が高くなり，移動可能性が低くなると考えられる。逆に，単身であれば，

同居家族の同意を必要とせずに移動の決定を行えるため，移動費用は低く，移動可能性は高くなると考え

られる。

（業種、勤務形態と移動費用）

農林業，鉱業，卸売業・小売業，電気・ガス・水道・熱供給業，サービス業のような地域密着型の業種

に従事している人々は，地域間移動が困難であるため，地方への公共事業を支持すると考えられる。ただ

し，道路整備などの公共事業拡大は，建設業の好況を意味するため，建設業従事者は移動可能性とは関係
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なく公共事業の拡大を支持するであろう。勤務形態については，公務員，自営業主及び自営業の家族従業

員の場合も，その多くが地域密着型で，勤務地を選ぶことが難しく移動可能性は低いと考えられる。した

がって，地方への公共事業を支持すると考えられる。

（就業状態と移動費用）

失業者は雇用者に比べて地域を移動するための機会費用が低いため，移動可能性は高い。ただし，危険

回避的な失業者は，移動可能性が低く，確実に便益を受けられる失業保険の拡大など全国一律な所得再分

配を望むと思われる。一方，危険回避的ではない失業者は，就職機会や環境に関する不確実性が高くても

雇用状況の良い地域に移動して職を得ようとするであろう。この場合も，公共事業の地域を限定するイン

センティブはない。

（移動経験と移動費用）

一度移動を経験したことのある人々は移動に対する心理的な費用は低く，移動可能性は高くなるとかん

がえられる。

以上のように，移動費用の大きさが，地域的な公共事業に対する選好に対してどのような影響を与える

かは，実証的な問題である。

（家族の状況と移動費用）

失業の原因について人々がどのような考え方を持っているかは失業対策としての公共事業に対する人々

の態度に影響を与える。仮に、自発的に失業している人々が多いと考えているなら，人々は失業対策その

ものに反対することになる。しかし，家族の都合で勤務地を変えられない人が増えたため多くの人々が失

業していると考えている人ならば，地域を限定した失業対策に賛成するはずである。地方の道路整備はそ

のような地域を限定した失業対策の代表的なものである。

３．データ

分析に用いたデータは，「くらしと社会に関するアンケート」（大竹（2002））の名称で2002年２月13日

から26日にかけて実施された意識調査である。この意識調査は全国の20歳から65歳を対象に6000人を層化

２段無作為抽出法で抽出し，郵送法で行われている１）。総回収数は1943，うち有効回収数は1928（有効回

収率32.1％）である。

公共事業への支持の有無は，「全国の道路網整備を中心とした公共事業の拡大」，「都市部の交通渋滞解

消のための公共事業の拡大」という政策への賛否の回答による２）。回答選択肢は「１．賛成，２．どちら

かというと賛成，３．どちらともいえない，４．どちらかというと反対，５．反対」である。本稿では

「賛成」及び「どちらかというと賛成」を１，それ以外を０とした。ここで，「どちらともいえない」を０

にした理由は，多くの場合，「どちらともいえない」と解答するのは，質問項目に対して関心を持ってい

ない場合が多く，賛成とはみなせないからである。

１）層化は12地域及び都市階級（13大都市，その他市，町村）で行われている。

２）これらの質問は公共事業の拡大や補助金の増額には税金の負担を伴うことや公共事業が失業対策の一環となっていることを示し

ていない。負担を伴うことが示されている場合と示されていない場合とで支持・不支持は異なると考えられる。ここでは，失業

対策としての公共事業や費用負担を考慮しない質問に対する回答であることに留意する必要がある。
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3-1 危険回避度

本稿の分析においては，公共事業の支持を決定する要因として人々の危険回避度が重要な役割を果たし

ている。本稿では，仮想的な金融商品の選択行動から算出した危険回避度と雨傘を携行する最低降水確率

から算出した危険回避度の二つの指標を用いた３）。仮想的な金融商品に関する質問は，年金受給額が確率

的に変動する年金と同じ価値をもたらすような年金受給額が確定している年金の額を答えてもらうもので

ある４）。この質問は，生涯所得に影響をあたえ得るリスクに関するものであり，具体的な年金商品に関す

るものであるという点で優れているが，実際にこの質問に答えることは多くの人々にとって容易ではない

こと，回答が現在の生活水準に左右されてしまうというところに問題がある。

もう一つの危険回避度の指標として，「ふだんあなたがお出かけになるときに，天気予報の降水確率が

何％以上の時に傘を持って出かけますか？」という質問項目より「１－雨傘を携行する最低降水確率/100」

という指標を作成した。雨傘を携行する最低降水確率という指標は，誰にでもわかりやすい上に，多くの

人々が天気予報によって雨傘を携行するか否かを決定していることから，雨に濡れるという危険に対する

態度を測ることが出来る。ただし，雨傘を携行する最低降水確率を危険回避度の指標とすることに問題点

もある。雨傘を携行する最低降水確率は通常の経済学の危険回避度の定義から乖離している。また，雨に

濡れるコストや傘を持ち歩くコストが年齢・性別などの個人属性で変わってくる可能性もある。しかし，

仮に，そうした雨に濡れたり傘を持ち歩いたりするコストが人々によって違っているために雨傘を携行す

る最低降水確率が異なっていたとしても，その違いが人々の公共事業に対する支持・不支持に影響を及ぼ

すとは考えられない５）。また，実証分析において個人属性を多重回帰式の説明変数に加えることによって，

雨傘を用いた指標から個人属性の影響を取り除くことができる。

図１に，傘をもって出かける最低降水確率の分布を示した。約50％のところにモードがあること，分布

は特定の降水確率に集中している訳ではないことが分かる。図２には，男性について雨傘携行最低降水確

率の分布と職業の関係を示した。自営業者はしばしば危険回避度が低い人々が就くと考えられている。一

方，大企業労働者は失業リスクが低いことから危険回避度が高い人がより多く就いている可能性が高い。

実際，図２は男性において自営業者の方が大企業サラリーマンに比べて傘をもって出かけないという傾向
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３）Allesina and La Ferrara（2001）のように，自営業主ダミーを危険回避度の代理変数に用いるケースもある。しかし，本稿では

危険回避度については「１－雨傘を携行する最低降水確率/100」という代理変数を用いてコントロールしているため，自営業主

ダミーが危険回避度の代理指標となることを回避できている。

４）意識調査の質問文は以下の通りである。

「仮に，今あなたが会社員だとします。あなたの会社には，株式で運用される不確定型年金と債権で運用される確定型年金の２

つのタイプの年金制度があり，定年退職後に毎月年金を受け取ることができます。不確定型は，毎月の支給額が10万円か30万円

かどちらかに生涯固定され，そのどちらになるかはあなたの働きぶりとは無関係に５分５分の可能性があり，定年までわかりま

せん。一方，確定型は，毎月18万円が確実に支払われます。入社時にどちらかのタイプの年金を選択するとします。あなたの定

年退職後の世帯所得はこの年金収入しかなく，この年金で全ての生活費をまかなう必要があります。

付問１．あなたは，確定型，不確定型のどちらの年金制度を選びますか。

付問２．付問１で確定型を選んだ方にお尋ねします。あなたは，確定給付額がいくらまで下がっても，不確定型より確定型を選

びますか。その額を10万円から18万円の間でお答え下さい。（但し，不確定型は，10万円か30万円が五分五分で支給されます。）

５）自動車を利用しているために傘を持ち歩かないという場合が多ければ，降水確率から算出した危険回避度と高速道路の建設につ

いて相関が生じる可能性があり，結果の解釈に注意が必要になる。
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が読み取れる。ここには示していないが，女性ではこのような職種による差は観察されない６）。

金融商品の選択から計測した危険回避度は，職業選択やそれ以外の危険回避的行動を示す質問項目との

相関が，雨傘の携行確率から計測した危険回避度よりも低い。実際，本稿においても全ての推定で二つの

危険回避度に関する指標を用いたが，金融商品の選択から計測した危険回避度は，公共事業の支持に対

して説明力をもたなかった。そのため，以下の分析では，雨傘携行最低確率から算出した危険回避度を

用いる。

図１ 傘をもって出かける最低降水確率の分布

図２ 傘をもって出かける最低降水確率と職業選択

６）「賃金一定での10％の労働者の解雇政策」か「10％の一律賃金カットで解雇がない政策」のいずれを労働者として受け入れるかと

いう質問に対する答えと雨傘携行から計算した危険回避度は統計的に有意に相関する。低い降水確率でも雨傘を持ち歩く人は解

雇よりも賃金カット政策を支持することが，大竹（2003b）で示されている。
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道路整備に関する選好の決定要因

表１ 記述統計

3-2 記述統計

表１に記述統計を示した。記述統計によると，「全国の道路網整備を中心とした公共事業の拡大」につ

いては全体的に不支持の割合が高いことが分かる。逆に「都市部の交通渋滞解消のための公共事業の拡大」

については支持・不支持がほぼ同じ割合となっていることが分かる。

次に，地方への公共事業の支持・不支持が，危険回避度や所得再分配支持とどのような関係を持つのか

を示した。表２では，公共事業の支持・不支持と危険回避度との関係を示してある。表２からは危険回避

度が高いほど公共事業の支持の割合が低いことが読みとれる。
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７）出身地と現住地が異なっている者を移動経験者と定義すると，出身地から一旦他の地域に移動し，その後出身地にUターンして

いるケースを捕捉できないが，データの制約上，出身地と現住地が異なっている者を移動経験者とした。

会計検査研究　№29（2004.3）

表３では，地方への公共事業に対する支持・不支持と，個人間の所得再分配である「豊かな人から貧し

い人への所得再分配の強化」に対する支持・不支持との関係を示した。しかし，公共事業の拡大と所得再

分配の支持・不支持に関しては，明確な関係は読み取れない。

４．推定方法と推定結果

4-1 推定モデル

本稿で扱うデータでは公共事業に関する選好は直接観測できず，観測できるのは公共事業に対する支

持・不支持のみである。そこで，プロビット推定を用いて実証分析を行う。

まず，公共事業の選好の程度を表す潜在的変数は危険回避度，移動費用に関する変数，３大都市圏に居

住しているかいないかのダミー，性別，年齢，学歴，年収などの個人属性からなる変数ベクトル（Xi）及

び誤差項で表されるとする。ここで，大都市圏とは３大都市圏，つまり東京圏（東京都，埼玉県，千葉県，

神奈川県），名古屋圏（岐阜県，愛知県，三重県），大阪圏（京都府，大阪府，兵庫県，奈良県）を指し，

移動経験者とは出身地（出生地）都道府県と調査時点での現住地の都道府県が異なる者を指す７）。ただし，

観測できるのは，地方への公共事業の支持・不支持のみなので，支持，つまり地方への公共事業に対して

「賛成」または「どちらかというと賛成」の時1，不支持，つまり地方への公共事業に対して「どちらとも

いえない」，「どちらかというと反対」，「反対」の時０をとる変数Yiを考える。以上のYi，Xiを用いて推定

を行う。推定結果として平均値で評価した限界効果，標準誤差，各説明変数の平均値を表４および表５に

表３ 地方への公共事業に対する支持・不支持と豊かな人から貧しい人への所得再分配の強化への支持・不支持の関係

表２ 地方への公共事業に対する支持・不支持と危険回避度との関係
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示してある８）。

4-2 推定結果

各被説明変数について，全サンプルでの推定，地方在住者サンプルでの推定，大都市圏在住者サンプル

での推定を行っている。表４は「全国的な道路網整備を中心とした公共事業の拡大」を被説明変数とする

モデルで，（1）が全サンプルでの推定，（2）が地方在住者サンプルでの推定，（3）が大都市圏在住者サン

プルでの推定を示しており，表５は被説明変数が「都市部の交通渋滞解消のための公共事業拡大」で（1）

から（3）は表４の場合と同様である。地方在住者と大都市圏在住者でサンプルを分けたのは，被説明変

数によって公共事業の受益者が変わるためである。

（全国の道路網整備に関する推定結果）

表４の「全国の道路網整備を中心とした公共事業の拡大」を被説明変数とした推定結果を検討しよう。

地方在住者サンプル推定において，危険回避度の係数は有意な負の値をとっている。限界効果の大きさを

見ると，約0.28であり，危険回避度が10％ポイント高くなると道路網の整備を支持する確率が2.8%ポイン

ト高くなることが示された。これは移動可能性を制御した上での結果であり，移動可能性を一定とした上

でなお地方在住の危険回避的な人々は道路網の整備を支持しないことを示唆している。道路網の整備によ

り地方では生活が便利になったり，雇用機会が増えたりすると考えられるが，危険回避的な人々の場合，

道路網の整備という形での生活の利便性の向上や雇用機会の増大よりも，当該地域に公共事業が行われる

か否かについての不確実性を回避したいという効果が上回ると考えられる。一方，全サンプル推定，大都

市圏在住者サンプル推定では有意な結果は得られていない。

移動に関する変数を見てみると，移動経験については全てのモデルで有意ではなかった。業種について

は，地方在住者サンプル推定において農林業・鉱業，卸売業・小売業，サービス業といった地域密着型の

業種で係数の値が正で有意な値になっており，これらの産業に従事している人々は公共事業を支持してい

ることがわかる。一方，大都市圏在住者サンプル推定では，サービス業の係数が有意な負の値となってお

り，大都市圏在住のサービス業の人々は全国の道路網整備を支持していないことが示された。したがって，

主に地方に便益をもたらすと考えられる全国の道路網整備については，移動の困難な業種では，地方在住

者が支持，大都市圏在住者が不支持という結果を得た。一方，全サンプル推定，地方在住者サンプル推定

で建設業の係数は有意な正の値をとっている。したがって，公共事業の拡大は建設業の需要増を意味する

ため建設業従事者は全国の道路網整備を中心とした公共事業の拡大を支持するいう仮説は，大都市圏在住

者サンプル推定を除いて支持された９）。

就業形態については，全サンプル推定及び地方在住者サンプル推定で自営業主の係数は有意な負の値を

道路整備に関する選好の決定要因

８）推定においては，クラスターとして層化の基準となっている12地域及び都市階級を考え，クラスター内の誤差項の相関に対して

頑健な標準誤差（clustering robust standard error）を用いて推定を行った（詳細はWooldridge（2002） Chap.15参照）。ここで，

標準誤差は，プロビット推定を行ったときの係数のt値と限界効果のt値とが等しくなるように計算している。全サンプル推定は，

地方在住者サンプル推定，大都市圏在住者サンプル推定よりサンプル数が大きいため，全サンプル推定の標準誤差が地方在住者

サンプル，大都市圏在住者サンプルで行った推定の標準誤差より小さくなる。ただし，本稿の推定結果では，全サンプル推定で

有意な係数が多いということはなかった。

９）同じ建設業でも地方で現業職についている人々と大都市圏で大手建設会社に勤務し，事務などに携わっている人々で公共事業に

対する考えが異なることを考慮し，建設業と企業規模，また所得階層との交差項を説明変数として加えて大都市圏在住者サンプ

ル推定を行ったが，結果はほとんど変わらなかった。
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とっている。さらに，地方在住者サンプル推定では自営業主の家族従業者についても有意な負の値をとっ

ている。この結果は自営業主及び自営業主の家族従事者の移動可能性が低いため地域的な不確実性が大き

い道路網整備政策を支持しないと考えられる。持家については，地方在住者サンプル推定のみで正かつ有

意であり，自営業者とは異なり，移動費用が高いと考えられる人々が道路網の整備を支持している。

高失業率に対する考え方「働く気力はあるが，家族の都合で勤務地を変えられない人が増えた」では，

現在失業している人に関してはすべてのモデルで有意ではなかった。しかし，失業していない人について

は，この考え方をもっている人々の係数は全ての推定モデルにおいて有意な正の値をとっており，通勤範

表４ 全国の道路網整備を中心とした公共事業の拡大
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囲の広がる可能性の高い道路網整備に関する公共事業の拡大や，地域を限定した所得再分配政策を支持し

ていると考えられる。

地方在住の女性の係数は有意な負の値をとっている。高学歴者は，全国の道路網整備のための公共事業

の拡大に否定的である。大卒の場合全サンプル推定及び地方在住者サンプル推定で有意な負の値をとって

おり，大学院卒に関しては全サンプル推定及び大都市圏在住者サンプルで有意な負の値をとっている。金

融資産については，すべてのモデルで有意な負の値となっており，金融資産額が多いと道路網の整備を支

持しなくなることが示された。さらに，実物資産は全サンプル推定及び地方在住者サンプル推定で有意な

負の値をとっている。

（都市部の交通渋滞解消のための公共事業の拡大に関する推定結果）

表５に「都市部の交通渋滞解消のための公共事業の拡大」を被説明変数とした推定結果を示した。危険

回避度の係数は，全てのモデルで負の値をとっている。そのうち，地方在住者サンプル推定では危険回避

度の限界効果は－0.222であり，10%水準で有意である。したがって，危険回避度が10%ポイント上昇する

と，都市部の渋滞のための公共事業拡大支持の確率が2.2%ポイント低くなることになる。一方，全サンプ

ル推定，大都市圏在住者サンプル推定では危険回避度の係数は有意ではない。危険回避的な地方在住者は，

都市部の交通渋滞への公共事業拡大により受けられる便益に不確実性が高いために，支持しないと考えら

れる。

移動に関する変数については，移動経験に関しては全てのモデルで有意ではなかった。地方から大阪へ

移動した人々を示す変数の係数は，正で10%水準で有意となっている。他の移動費用に関する変数につい

ては，全てのモデルで有意ではない。

高失業率に対する考え方「働く気力はあるが，家族の都合で勤務地を変えられない人が増えた」に関し

ては，現在失業している人については全てのモデルで有意な結果が得られなかった。他方，現在失業して

いない人については，全サンプル推定，地方在住者サンプル推定で有意な正の値をとっている。したがっ

て，地域間移動費用が高いために失業が発生していると考えている人々は，現在失業していなくても，通

勤範囲を広げる可能性が高い公共事業の拡大や地域を限定した所得再分配政策に賛成していると考えられ

る。平均値に注目すると，全てのモデルで大きな違いはない。

個人属性に関しては，地方在住の女性が有意な負の値をとっている。これは「全国の道路網整備を中心

とした公共事業の拡大」を被説明変数とした場合と結果は同じである。その他の個人属性についてはほと

んど有意ではない。

（推定結果の要約）

以上の推定結果を簡単にまとめてみよう。地方在住者においては，危険回避度が高い人々は地方への公

共事業を支持しないことが示された。大都市圏在住者については，危険回避度は公共事業の支持・不支持

に影響を及ぼさない。地方在住者が公共事業を支持しないという結果を得たのは，地方在住者は居住地域

に公共事業が行われれば便益を得られるものの，行われなければ便益を受けられないという危険を回避し

ていると解釈できる。したがって，地方間の所得再分配よりも個人間の再分配をより望んでいるのではな

いかと推測される。移動費用については，ほとんどのモデルで公共事業の支持・不支持に影響を与えない

ことが示された。影響を与えるという結果を得たのは，全国の道路網の整備に関して，地方在住で移動可

能性の低い業種に従事している人々のみである。また，「近年の高失業率は移動が困難になったために生

道路整備に関する選好の決定要因
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じた」と考えている人々で，本人が失業状態ではないか，就職活動をしていない場合は，道路網整備とい

う公共事業拡大を支持するという結果が得られている。しかし，高失業率の原因について同じ考えをもっ

ていたとしても，本人が失業状態にあるか就職活動をしている場合は，特に全国の道路網整備による公共

事業の拡大を支持するわけではない。

個人属性に注目すると，地方在住の女性は公共事業の拡大を支持しないことが示された。その他の個人

表５ 都市部の交通渋滞解消のための公共事業の拡大



属性については，定性的な傾向は特にない。

最後に地域間の所得再分配と大竹・富岡（2003）に基づいて個人間の所得再分配の支持・不支持要因の

比較を行ってみよう。大竹・富岡（2003）は，本稿と同様の意識調査を用いて個人間の所得再分配（「豊

かな人から貧しい人への所得の再分配の強化」）への支持・不支持の選好の決定要因を分析した。まず，

注目すべき点は，危険回避度の係数である。本稿では，危険回避度の係数は負，あるいは有意ではないと

いう結果を得ているが，大竹・富岡（2003）の推定結果によると，危険回避度は有意な正の値をとってい

る。これは第２節の危険回避度の仮説で述べたように，地域間で所得再分配が行われる場合，本人が再分

配の効果を受けられるか否かが不確定なので，危険回避的な個人は地域間の所得再分配を望まないためと

考えられる。一方，個人間の所得再分配であれば，自分が低所得者層になったときに確実に再分配の便益

を受けることができるために危険回避的な人々に支持されるのであろう。

次に，移動に関しても比較を試みる。本稿では，地域間の所得再分配の支持に関する要因を分析してい

るために地域間移動に着目している。一方，大竹・富岡（2002）は個人間の所得再分配の支持に関する要

因を分析しているため，所得の階層間の移動に着目している。本稿では，移動経験・移動可能性に関して

は，道路網整備についての公共事業拡大については移動可能性が低い業種の人々が支持するが，それ以外

の移動費用に関する変数は公共事業の支持に影響を与えないという結果を得ている。一方，大竹・富岡

（2002）では所得階層間の流動性（所得階層間の移動）は所得再分配政策支持に対する影響を与えないと

いう結果を得ており，地域間の移動，所得階層間の移動は再分配にほとんど影響を与えないという点で一

致した結果を得ている。

５．結論

本稿では独自の意識調査を用いて地方への公共事業についての支持・不支持の決定要因を明らかにし

た。現在，失業対策として公共事業が行われているが，どのような人々が道路整備などの公共事業を望ん

でいるのかについては明らかにされていない。そこで，地方への公共事業の選好の決定要因を明らかにし

た。また，地方への公共事業に関する先行研究においては，個人の危険回避度や移動経験，非金銭的な費用

も含んだ移動費用などは無視されてきたが，本稿では危険回避度については「雨傘を携行する最低降水確率」，

また移動費用についてはさまざまな代理変数を用いることによってコントロールすることができた。

本稿で得られた主な結果は以下の４点である。まず，地方在住の危険回避度の高い人々は地方への公共

事業を支持しない傾向にあるということである。これは地方に公共事業が行われた場合，本人が再分配の

便益を受けられない可能性があることが原因であると考えられる。この結果は個人間の所得再分配の支

持・不支持に関して危険回避度について分析された結果と逆である。次に，移動費用についても地方への

公共事業の支持・不支持にほとんど影響を及ぼさないことが示された。ただし，全国の道路網整備につい

ては，地方在住の移動可能性の低い業種についている人々は支持する傾向にあることが示された。したが

って，動的な状況を考慮した場合，どのような公共事業かによって支持・不支持が変わると言えよう。近

年の高失業率の原因を労働移動が困難になったためであるという認識をもった人々については，本人が失

業していなくても，地方への公共事業を支持する傾向がある。最後に，全国の道路網整備を中心とした公

共事業の拡大に対して，地方の建設業従事者が支持するという結果が得られた。建設業従事者は道路の整

備により，所得の増加を期待していると解釈できる。
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